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1 規制改革推進会議第11回医療・介護ワーキング・グループへの報告
2 緊急事態宣言の発令に対する対応状況
3 審査関係訴訟事件
4 令和元年度監事監査振り返り及び令和2年度監事監査計画
5 令和2年度内部監査計画
6 令和元年台風19号に伴う被災医療機関の概算請求に係る確定状況等
7 令和2事業年度一般会計及び特別会計の予算等の認可

8 令和２年度後期高齢者支援金徴収額等決定状況
9 令和２年2月審査分の審査状況
10 令和２年4月審査分の特別審査委員会取扱状況
11 令和元年度第12期（3月）分の後期高齢者支援金等収納状況

発表事項
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○ 医療機関等に対する報酬の確保
○ 臨床に従事する医師等が、審査に従事することによる感染リスクの増大を回避
○ ４月７日に緊急事態宣言が発令され、同16日に緊急事態宣言が全都道府県に拡大され、特に重点的に感染拡大防止の取組を進めていく必要があるとして
１３都道府県が特定警戒都道府県と位置付けられたことを踏まえた業務継続の方針を策定する

○ 東京支部の対応は審査決定は審査委員長に一任し、紙レセプト請求医療機関（免除医療機関分）は直近3か月の平均額に基づき概算払いを行う
○ その他の特定警戒道府県は、再審査の受付処理を保留し、支部の実情に応じ在宅勤務を行いながら通常の事業を継続する
○ 上記以外の県は、支部の実情に応じ在宅勤務を行いながら事業を継続する
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委託金／560億円

支払資金◎保留

・画像取得
・入力業務

委託業務

◎オンライン
・通常どおり
1,139万件／1,155億円
◎媒体
・読み込み処理
（4月22日まで可能）
265万件／152億円

受付

◎必要最低限の人数
で実施 5割程度

・算定ルールに関す
るCCを確実に処理
・それ以外は解除

審査事務

◎審査決定は審査
委員長に一任

審査

◎当座口振込通知書
等

◎必要最低限の人数
で実施 5割程度

・診療報酬等請求内
訳書
・払込請求書兼領収
証書

医療機関等への
発送 保険者への請求

◎請求額に基づいた
支払い

医療機関等への
支払

◎保留（22万件）
11万件／18億円（免）※
11万件／ － （電）※

受付

4月10日 13日～17日 16日～22日 5月1日 7日 ～ 21日

◎保留 ◎保留

審査審査事務 ◎保留

保険者への請求 ◎直近３か月の平均
額に基づき概算額を
支払い（免）※
◎翌月以降審査・
支払（電）※

医療機関等への
支払

◎ ⇒ は通常処理（東京支部）の数値

※ ※

※

※
※

※（免） ⇒ 電子レセプト請求免除対象医療機関分
※（電） ⇒ 電子レセプト請求医療機関の紙レセプト再請求分

対象
支部 審査委員会

業務処理
勤務状態 在宅

勤務割合【原審査処理】 【再審査処理】 【その他業務処理】

東京
・
本部

委員長一任
による審査決

定
下の図表のとおり

受付後保留
（再審査部会は延
期）

原則、通常業務
２グループに分けた隔

日
（隔週）の交代制勤務

５割程度

緊急事態宣言の発令に対する対応状況（2１日現在）

◎特定警戒都道府県（東京都）

◎東京支部の対応（原審査）

（本部は特別審査委員会）

2 緊急事態宣言の発令に対する対応状況
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対象支部 審査委員会
業務処理

勤務状態 在宅
勤務割合

【原審査処理】 【再審査処理】 【その他業務処理】

北海道・茨
城・
埼玉・千葉・
神奈川・石
川・ 岐
阜・愛知・
京都・大阪・
兵庫・福岡

委員会招集
（感染防止対策を講じ

る）

原則、通常業
務

受付後保留
（再審査部会は延

期）
原則、通常業務

在宅勤務
・

複数のグループ
に分けた交代制

勤務

３～４割

東京支部・本部以外の支部については、感染状況等を総合的に勘案のうえ、随時、業務処理変更
の必要性について検討し、必要となった場合は本部と協議し、支部の実情に応じ、在宅勤務を行い
ながら事業を継続する。

今後の対応

緊急事態宣言の発令に対する対応状況（2１日現在）

対象支部 審査委員会
業務処理

勤務状態 在宅
勤務割合

【原審査処理】 【再審査処理】 【その他業務処理】

３４支部 同上 職員の在宅勤務・交代制勤務を軸に各県の実情
を踏まえ、原則、通常業務を継続

実施支部
２割程度

◎特定警戒都道府県（東京都を除く12道府県）

◎その他の県（34県）

2 緊急事態宣言の発令に対する対応状況


